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第一部
		 足元から
2
0
2
0年
　
それでは私のほうから司会進行をさせていただいて、ここからパネルディスカッション『ビジネス法
務の未来像』ということで、本日登壇してくださった先生がたにいろいろお話を伺いたいと思います。そして、四つほどフロアからご質問もいただいておりますので、なるべく時間の中でこれらについても
パネルディスカッションビジネス法務の未来像
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対応させていただいて、最終的に
4時
55分ぐらいでパネルディスカッション終了という時間割にしたい
と思っております。　
チラシ等では、
15時
40分からのこのパネルディスカッションは、 第
1部について 『足元から
2
0
2
0年』
というふうに書きました。つまり、まずは現実の問題、喫緊の課題等についてパネラーの先生がたからご意見とかお話を伺いたいと うことであります。最初に 個別報告の先生がたに順番に現在の課題と思うことを伺いたいと思 す。ご自分の個別報告の関連でも結構ですし、話し足りなかったところを補いつつということでももちろん結構です。それから、全く関係のない分野のことでも結構です。それらを基に少しトークをし 招待講演をいただいた飯村先生には、適宜ご意見があればコメント 挟んでいただければと思います。ということで、では 順番で、まず相澤先生からコメントをいただけますか。　
2
0
2
0年までというのは当面する課題のことだと思います。樋口先生が高齢者問題で、
10年、
20年
のタームでは何とかしたいと話されましたが、これは中長期的課題ということだと思い す。それらの課題 解決の前提として、制度整備のスピード感の問題があると思います。会社法が頻繁 改正されているように、ビジネス法は、比較的、制度の改正がされて るので、法律家はスピード感を持った対処をしていると思っているかも れません。しかしながら、一般に 、法制度整備の速度 経済構造 変化に対応していないと思われています。現代の経済発展は技術 発展によって大きな影響を受けています。そして、
F
inT
ech
に限らず、技術発展に関する対応については、法律家の目から見てもとても追い
ついているとは言えな います。技術 法律では 時間軸が違う じです。知的財産法に限らず、技術はどんどん進むのに、制度は旧態然のままということがあらゆる分野で出て て るのでは い
相澤
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と思います。また、グローバル化に関連して、法制度のグローバル化が進み、フォーラムショッピングを前提として考えなければなりません。技術の変化、グローバル化を踏まえてどう法制度整備をするかというのが喫緊の課題であると思い す。　
いや、ありがとうございます。社会全体に対して法律のスピード感が遅いということは、イノベーショ
ンに相反する要素なんですね。まずは続けて伺っていきましょう。有吉先生、お願いします。　
ちょうどお話ししようと思っていたことが、今の相澤先生のお話にあったことと重なってしまった
なと思ったところでございますが、私が個別報告でお話をさせていただいた
F
inT
ech
の分野ではテク
ノロジーの進展が速いわけです。また 本日は
F
inT
ech
についてお話をさせていただきましたが、近
時、○○
T
ech
というものがはやっており、例えば法律業務でいうと、日本ではまだ動きはあまり多く
ありませんが、
L
egalT
ech
なるものが特に海外では進んでいるという状況です。もう少し個別の分野で
は、個別報告でも少し触れましたが、保険分野に
InsurT
ech
なるものがあったり、不動産取引について
R
ealE
stateT
ech
という言葉が使われるようになっております。このように、何でも
T
ech
が付いている
ような状況に 、実務の変化のスピード 速まっているわけです。この実務の変 のスピードというのはテクノロジーの進展が一つ大きなポイントだと思 それだ では く、グローバル化が進んでいることで、他の国の取引・サ ビスであっ り制度であっ りが急速に日本に入ってきていることも要因 一つ 思います。 それが結果として、 身の回りの取引やサービスのブラッシュアップ、 イノベーションの進みを速くして る面があるのです。一方 、法制度を整備していくという動きもあ 官庁の方々も頑張って らっ ゃると思う です 政策的な取組みはど しても実務の変化 追いつかない。そのような状況か 、 はっきりした制度が存在し い中で、 ビジネス法務の実務に携わる者とし 、
池田有吉
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いかにバランスの良い解釈を取って実務を動かしていけるかということが重要なポイントになってきているのではないかと思います。ルールが分からないと何もできません、 のように ってしまうとイノベーションは止まってしまうわけですし、逆にルールがないから自由に好き勝手にやってよいとい ことになってしまうと、これではかえって取引の安全が図られず世の中のサービスを破壊する方向になってしまったり、場合によってはその反動で必要な水準の何倍も厳し 規制が導入される い ことにもなりかね せん。そのよ なことを考えながら、私のような弁護士の立場で申し上げれば、クライアントの利益のため 活動しつつ、ただ、クライアントが求めること そのまま
1
0
0パーセント実現して
しまって本当によいのかということも考えてブレーキを踏んだりしつつ、新しく登場する法的な問題に取り組んでいくことができる、 う 発想 身に付けることが課題であると感じております。以上でございます。　
ありがとうございました。では、金井先生、お願いします。
　
2
0
2
0年までのこの数年間くらいの新しい課題として考えているものは、イノベーティブな法務の
視点で考えると、法規制がかかる前の対応です。自分が、今、社外役員をやっている会社 何をしてるかというと、自分たちが今やっている事業 関し 、今後 法律や政省令でどのような規制 かかりうるかにつ て、官庁の審議会とか研究会の議論を常にウォッチして ます。そして 今あ 法律や政省令がどうなるかという話だけではなくて、今後、自分たちの事業に規制が かり るのだとす と、そのためには、どのようなことをしていけばよいの を考えています。　
今までは、規制がかかった後にどのように対応するべきかを考えることが多かったと思うのですが、
規制自体ができる前に 規制自体に対応することが必要になると思います。例えば、政省令やガイドラ
池田金井
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インがパブリックコメントに付されたとすると、 それらに対してきちんと意見をいうことが大切だと思っています。今までは、そのようなこときちんと考えて対応してきていなかった ころがあるか 思いますので、そのようなことまでを行 法務 いうものを考えていくことがこの数年間の新しい課題と思っています。　
ありがとうございます。有吉先生のお話、金井先生のお話、いずれもどういうルールが今後できてく
るかとか、ルールのできていないところでど コントロール べきかとかいう辺りでして、加えてグローバル化のこの時代に法律がどう動くか、それから、現状でクライアントの希望をどうかなえるのがベストなのかというようなお話が出てきたところですけれども。水戸先生、お願いします。　
今の金井先生、 そして、 有吉先生のお話に重ねますと、 日本の法学教育で足りていない分野の一つが「立
法学」だと思うんですよね。法学部では法律やルール作り メカニズムを教えてもら な ったんです。それは法令は優秀な官僚が作ってきたと う背景があったからなんですけれど、今は弁護士も官庁に出向するようになって、ようやく立法のメカニズムを知る機会が増えてきました。そこで 必ずし 理論だけではない、パワーゲームの中でルールが決まっていく状況を知るようになっ わけです。どうこんな法律ができたんだろう とか、どうし 律じゃなく 、その下の政省令におと ているんだろう、といったことに目を向ける機会が てきました。 すので、 の金井先生 ご指摘には私も共感を覚えます。 一度できてしまったル ル 改正となると、 幅の狭い話だと思うん すよね そもそ ルール形成、立法の前に、いろいろと考えたり、 ール りに参加することは本当に大事だと思います　
ありがとうございます。今、水戸先生からルールを作る教育とい こと言っていただいたんですけれ
ども、これは先に言ってしまいます 、私にとっては非常にあ がたいコメントなのです。武蔵野大学
池田水戸池田
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法学部は今、 「ルール創り教育」というのを標榜して授業をやっておりまして。例えば、民法に一つの新しい条文が出てきたときに、昔だったら解釈学優先で何説はどうだ何説はどうだ、それから、判例はどうだ、と教えるんですけれど、私は今そうやって教えないんです。このルールは誰の何のために作られているルールなのかとか このルールで誰がどういう保護を受けるのか、こういうルールがないと人はどう行動して まう 、そういうことを一つ一つの条文を教えるときに まず教えるようにしているのです。そ いう観点からすると、 今 大変ありがた コメントをいただいたという気がしております。それでは、本田先生、お願いしま 。　
私も皆さまがおっしゃったところと共感するところがあるのですけれども、しかしながら、日本の文
化及び伝統で、引き続き官公庁の解釈などに頼るところというのはものすごく多いと思うんですね。諸外国に比べて。先ほど個別報告でお伝えしたような ころも含めてなんですけれども、また、他の分野でも私の勤めている事務所の他の弁護士からも聞くのですけれども、現在、かなり政権が安定 いるからなのか、官公庁側が相当強気でプロセスをちゃん 踏まずに規制を実行しよ 状況が最近かがえるかなというところ あります。そのプロセスにちゃんと弁護士等が入れればい んですけれども、入ってい い場合に、できあがってしまった規制に対してどう対応で るのかとい ところに関しては、弁護士として 力がより試されるのではな かなと うふうに考えています。その点に関して、実際に訴訟等仲裁等に ったらどうなのかというところについては非常に大事なポイントにな てくるのかなというふうに思っております。　
あと、もう一つは、このパネルディスカッションのお題をいただい きに思いましたのは、私はエ
ネルギー関係を主 やっていますが、メーカー等を含めた事業会社の代理をさせていただく と 多
本田
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のですけれども、現在は、かなりグローバルに展開されている方ばかりですね。ただ、どこまでうまくいっているかというと、
M
&
A自体はうまくいくのだけれども、 その後、 ちゃんと本社から（海外拠点を）
うまくコントロールできているのかというところに関しては、それがうまくいかなくて問題になったりすることもありま 。うまくコントロールできなくて、現地で問題が起きてしま ましたというようなご相談も多かった します。これから
2
0
2
0年、
2
0
3
0年に向けてさらに企業のグローバル化が
進んでいくと思いますので、グローバルな企業のグローバルコンプライアンスとい のがこれからものすごく重要さを増していきますし、その会社又は進出する先の国の特徴に応じたイノベーティブな戦略的な法務が絶対に必要になってくるかなというふうに感じています。以上です。　
ありがとうございます。本田先生には今のお話に少し関わる質問が
1通届いておりますので、本田先
生には続けてこのご質問 お答えを だければ 思 ます。読み上げます。みずほ銀行のストラクチャードファイナンス営業部の久保田栄様からいただ ております。 「今回、再エネ法の見直し結果により、一部の事業者は訴訟をすると思われ すが、勝訴の可能性は かがと思われるでしょうか。難しい問題と思いますので、その可能性の高い低いだけでも結構です」というのが一つと、また、 「経済産業省は
F
I
T法の
3条
10項の適用ではないと言っていますが、とすれば、従来の
F
I
T法によらず、あく
までも新たなルールの遡及的適用と解釈 べきなのでしょう 」とい 二つのご質問ですが いかがでしょうか。　
ありがとうございます。非常に有益なご質問です。今回、経産省が何をやったかというと、法律を変
えるのではなくて、政省令、さらに言えば 下の告示を変えることによって 適用される買取価格を変 ようと ました 例えば 買取価格
40円が確保されていると事業者が信じていた案件の価格を
21
池田本田
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円にするぞ、というふうに言ってきたんですね。それはひどいじゃないですかということで、先ほど申し上げたような陳情等をして、例えば、各種規制が原因で（運転開始までに）時間がものすごくかかるということが立証されれば、その資料を出せばいいですよとか、建設プロジェクトが一定程度まで進んでいれば大丈夫で よとか、先ほど
3年の期限をもうちょっと延ばしてあげますよとか、そういう緩
和が入りました。そのため、私の知る限りなのですけれども、今般の改正で直接的に影響を受ける案件はそれなりに減りました。そのため 大体の事業者は満足をしている うに思われ、訴訟する事業者はかなり少なくなったのかなと思います。ただ、引き続き一部のプロジェクトについては買取価格が下がってしまうということになってきま ので、訴訟する可能性というのはある 勝訴の可能性はどうですかと言われますと、非常に難しい質問で、絶対大丈夫ですとは言え いんですけれども、二つやり方があり して、国際仲裁でやる場合と、国内 でやる場合があります。国際仲裁でやる場合は何なのかというと、先ほども申し上げたような海外の事業者が、適用される投資協定ですとか
2国間の条約に基づいて、 「ちゃんと信頼して
投資したんだから」ということで、その信頼が背かれ ことに基づ て国際仲裁 争 と う方法が一つあります。そもそも、固定価格買取制度と うのは別に日本が編み出したわけじゃなくて、スペインないしドイツから輸入した ですが、スペイン も、以前に、実際に今回 同様 ことが起き しまったのですね。そこで訴訟・仲裁が起こりました。私 事務所の他の弁護士も実際にそれに関与し いるのですけれども、国際仲裁は比較的にアグレッシブ 判断をする傾向 ありますので、事業者側 勝ていたりします。そのため、海外の事業者が 投資協定等に基づいて、又は、エネルギー憲章条約（エナジー・チャーター・トリーティ）に基づいて、スペインにおける と同じようなことをやれば れ
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なりに可能性はあるのではないかというふうに私は考えています。　
日本でやったらどうだという点に関しては、日本の事業者は投資協定等の対象ではないので、日本の
裁判所での訴訟をすることになります。私も訴訟をいくつも抱 けれども、日本の裁判所はコンサバな判断に傾く印象ですし、また、訴訟の形としても憲法訴訟で憲法
29条
3項違反を主張したり、
それから国賠訴訟ということになってくると思 ますが、憲法訴訟については皆さんご存じのとおり、財産権の保障というのは他の基本的人権の保障よりは弱いので、どうしても、 「国民負担が厳しい」 「系統連系の容量が空いていない」など いうことになったら、それなりの規制を及ぼしてもいいでしょうという判断がなされる可能性があるんじゃないか いうふうに思わ ます。そのため 日本の事業者普通に日本の裁判所でストレートフォワード やるとちょっと厳しいのかなとい ふうに思っています。個人的には。以上が一つ目のご質問に対する回答 ります。　
二つ目の
F
I
T法
3条
10項というお話については、同条項は、一度確定した価格については著しい経
済事情の変動がない限り変わりませんと明確 定められています。その前提と て、どう う形で発電プロジェクトに対して買取価格 適用されるかというと、施行規則及び告示があって、毎年の適用価格が変わるんですね。例えば、太陽光については、
2
0
1
2年に認定を取って条件を満たした人は
40円、
2
0
1
3年は
36円、
2
0
1
4年は
32円というふうに告示において買取価格のテーブルが決まっています。
40円、
36円、
32円、それから、
28円というふうにどんどん年度ごとで下がっていったんですね。だから、
一番最初に認定を取った人っていうのはものすごい高い価格が確保されたわけです。そして、今回、経済産業省が「
40円から
21円にしますよ」と言ったときに、 「これは
3条
10項に基づく変更じゃないですか」
というふうに指摘したわけですが、 「 や、これは
3条
10項の変更ではない。同条項は適用されません。 」
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という回答だったんですね。なぜかというと、 （経産省によれば）同条項の変更というのは
40円自体を
（遡及的に）変えるものであって、先程の価格テーブルの中で、
40円ではなく
21円が適用されるとするの
は変更ではないと言っているんですね。訳が分からない解釈と思います。それが「変更」じゃなかったら何が なんだっていうふうに本当に思うのですけれども、そういう解釈をとっています。です で、ご質問に答えるとすると、恐らく、経産省の考えているのは、新たなルール（買取価格）を作っているわけではなくて、価格テーブルがあったときにそれにどれを当てはめるか のは経産省の裁量の下にもともとあったんですよっていう、そういう考え方 んだ 思います。その裏側にあるのは、例えば、
40円の確保されている案件に関して、ちょっと細かい話になりますけれども、その案件の内容が全然何
も変わらずに運転開始まで持っていけば、
40円で
20年間買ってもらえることになります。しかし、例え
ば、一番分かりやすい例でいうと 所在地が全く変わりましたとか、それから、発電出力が変わりましたとか 例えば
20メガでやろうと思ったものの、
40メガにしますとかいう変更が後で加わると、それは
変更の認定になって、その変更の認定の きの価格 適用されることになります。確 にそれはルールとしてあるんですね。ですので、多分、それを応用して、それと同じ論理 やっているのですよっていうのを経産省は言いたいのかなと思っています。彼らから言わせると、それは変更ではなくて 「何かプロジェクトに 更があっ ときにおける、 適用さ る価格の変更 同じなんだ」という論理で恐らくやているんだと思います。私は全くもって与しませんけれども、そういうことなんだろう 思っていま 。細かい話になりましたけれども そういう回答になります。以上です。　
本田先生、ありがとうございました。詳細なご説明いただきまして。久保田さん、よろしいですか。
ありがとうござ ます。それでは、樋口先生、お願いします。
池田
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高齢者法というのを学んでいる中で、さっきは高齢者と就労という話をしましたけれども、もう一つ、
これはきょうのパネルディスカッションのテーマでいうと、予防法務、戦略法務からよりイノベーティブな とに関係してると思うことがあります。これから申し上げるのは私の考え方はそもそも古いのかもしれ いんですけれども、それ そ偏見になるかもしれな んですけども、高齢者 の問題っていうのを、エクス・ポストからエクス・アンテで考えようっていうのを一つキャッチフレーズ、作ったんです。エクス・ポストっていうのは事後にっていうこと す。エクス・アンテは事前にっていうことなんですけれどもね。簡単にいうと、これから申し上げることは、本当は日本 の法務をやったことがない に、勝手なイメージで考えて るのかもし ませんけ ども、一般的に 、これも偏見かもしれな んだけれども、法律家、あるいは法律が出てくるのはわが国において 紛争 な から、裁判所 行くのは最悪の状態に ってから 日本の弁護士はそこ 部分だ をマーケットにしていることが多い。その結果どうなるかというと、アメリカではご存じ れ が、弁護士が
1
3
0万人もいるんですね。
日本には
4万人弱ですんでるっていう大きなギャップがある。日本では他に司法書士とか法律家的な人
はいっぱいいますから、そ いう を合わせてもっていう話ですけれども、それでもなんでアメリカで
1
3
0万人も弁護士になって食べていられるんだろうかっていうと、アメリカは裁判社会だからってい
うのが一般的にまず日本ではいわれるんですが そんなに裁判はあり 、実際には。いくらなんだって。だから、彼らがやってるの 予防法務、戦略法務なんですね。そ いうアドバイスが日本 っと必要なんじゃないか。それは若い人にとっても絶対必要なんですけ ど 、さっき申し上げましたように、高齢期が長く ってくると、今ま ライフ・スタイルっていうの 自分 イメージ たのるわけですよね 大学まで行ってど かに就職して、ずっと同じ企業かど か 今 分かんないと思
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ますけれども、こういう働く期間って
40年ぐらいあって、それで退職して、その後余生っていわれる時
代だっていう話が成立しなくなってるわけです。退職までの期間ともしかしたら同じぐらい、そこまでいかないかもし ないけれども、 その後の期間をどう過ごすかっていうことをプラニングする必要があって、一人一人自分で考えるんだよと 自己責任だよっていう話では済まな 。そのアドバイス、それもいろんな問題を含んで るから
1カ所だけでは駄目で、アメリカの高齢者法の専門家と名乗る人たち
がアメリカ弁護士会と連携 て高齢者法専門弁護士団体を作 るの す。自分たちはその機関の認証を受けた専門家である いう、ちょうど専門医制度と同じようなものを弁護士についてもやってるわけです。そう う人たちは全部 知ってるわけじゃないけれども、知ってる人を知ってるっていうネットワークの根幹になっています。そこで、誰か高齢者が、助 てくれとい 場合、あるいはそ そも問題が起きる前に、助言をし くれるネットワークがそこにある。そ なら そ いうサービスが日本で ビジネスとして成立するはず すし、本当は日本の弁護士が敷居が高いか いかな というのなら、それなら司法書士とか行政書士の方でも い すけれども、そういう人たちがそう う目で見ると、新たなビジネスマーケットはずっと広がる 、そ を待ってる人たちもた さんい ではな かっていうよう ことを高齢者 を教えながら、教えながらっていうか、学びながらですが、考えることがあると ことです。　
ありがとうございました。ちょうど相澤先生から問題提起が一回りしてきたような気がするんですが、
ここまでの ころで飯村先生、何かコメントございませんでしょうか　
皆さまのご意見を伺っておりまして、本当にそのとおりと思います。個人的な経験も踏まえて、少し
補充いたします。
池田飯村
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はい、どうぞお願いします。
　
私は、裁判官としての通常民事事件の経験は極めて少なく、特殊事件を担当することが長く、その中
でも、行政事件と知的財産権事件を長く担当しました。　
行政事件と知的財産権事件を比較 と、審理の過程で、訴訟当事者（原告と被告）間でアクセス
することのできる情報量において大きく異なり、その結果としい、審理の在り方も大きく異なります。　
先ず、行政事件ですが、被告行政庁側は、①当該行政法規の趣旨及び解釈 ②行政処分の具体的内容、
③行政処分が法規に違反していない根拠などについて、詳細に主張することが可能であり、そのための基礎的な情報も独占しております。これに対して、原告側は 行政法規の立法趣旨及び解釈、処分 具体的内容、法規に違反している理由について主張をしようとしても、アクセス手段が限られているため、的確な主張をすることが困難であ という実情があります。裁判所も 庁の説明に不自然な点があるとの印象を持ったとして 、原告側を勝たせる とはできません。自分自身も、裁判官として、審理方法を工夫しようとしても限界があり、ストレスを感じる経験がありました。　
これに対して、知的財産権事件では、裁判官として 審理判断をする過程で、そのような点でストレ
スを感じることはありませんでした。企業が、優れたアイデアに基づき、質の高 権利を取得すれば、それに応じた利益が期待できるの あり、逆に、さほど価値のないアイデアに基づ 権利を取得た場合は、さほど するこ ができないということができます。また、裁判所は、当事者が有利な主張ができるにもかかわらず、それを主張、立証しなければ それ 前提とし 、 断することが当然ながら許さ ます。裁判所は、判断す に当た 他の考慮ファクター 入 余地は全 ありませんので、ストレスを感じる要素は、比較的少ないということ できます。
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ありがとうございました。ここまで皆さん、 「イノベイティブな法務」というキーワードにかかわるお
話をいただきました。先ほど水戸先生から、立法学に関わるというお話をいただきましたけれども、本田先生からは行政の規制のかかり方に対する戦略的な法務のお話もありました。相澤先生の最初のコメントの中では、社会全体に対して法律のスピード感が遅いというご指摘もあり、有吉先生からは、グローバル化で様々な取引の進展が急になっている中でルールがどうできるのか 時代になっていると。金井先生からも今後どういう規制がかかる 、そういうもの どう読み取れ かというお話がありました。そうすると、相澤先生、この大学院で担当科目をお願いしたときに、 「知的財産法」ではなくて、 「知的財産政策」でお願いをしたわけですよね。私としては、ルールのでき方に対する予測可能性みたいものが重要な時代になってきているの はないかと思うのですが、そ 辺りでコメントいかがでしょうか。　
ルールメーキングに関しては、現状を把握するこ が最初の課題だと考えています。そこで、過去ど
ういう経過で法改正されたかということ 、例を挙げて説明することを考えています。たとえば、職務発明に関する特許
35条は、どのようなムーブメントで改正されたのかを考えていこうと思っています。
立法をフォローしていくと、客観的な経緯を説明できる場合も多いと思います。ただ、日本では 過程が必ずしも明確ではな 場合も多く、ロビーイングも必ずしも認知されてい はな と思います。アメリカでは、ロビーイングは立法過程の一つとして捉えらえて ると思 ま そこでは、法律の機能からの論理的な推察というのが重要になる側面もあ 思います。学部 情報法の授業で 例えば、個人情報保護法の機能について考えています。また
O
E
C
Dの個人情報保護規則の政策的な意図も推
察しています。知的財産制度に関する国際条約で 、
T
R
I
P
S協定とか、パリ条約とか知的財産に関
池田相澤
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する条約ばかりではなく、生物多様性条約を使って知的財産の国際的な基準を引き下げようというような国際的動きがあったりします。国際条約や国際的な主張が非常に複雑な動きをしてる背景には、ヨーロッパの国際的なルールの設定の政策的意図も感じますので、その辺りを含めて教えてい たいと思います。　
ありがとうございます。よろしくお願い致します。
第二部
		
2
0
3
0年へ、その先の未来へ
　
そういう流れで、第
1部、第
2部の切れ目があるわけではないのですが、 「
2
0
3
0年へ、その先の
未来へ」と書いた少し長いスパンで今後ビジネス法務を見ていく場合に、どんなことを考えていくべきかという辺りを有吉先生からお話しいただければと。　
この後半でお話ししようかと考えていたことは、前半で他の先生方がご指摘されており、それほど長
期的な話ではなかったのかなと、世の中の流れの速さを改めて感じたりもしております。本日は学生以外の方で聴講にいらっしゃって る方の中には、企業に所属され いる方も多いのではないかと思いますが、企業に所属されている方はまずはそ 企業 ために働くということが求められるわけで し、私のような弁護士はまずクライアント ために働くということが求められるわけです。そ 、クライアントからの依頼に応えることを通じてベスト・プラクティスを築いていき、先ほどの水戸先生 お話にもありましたとおりソフトローの形に昇華をさせて実務 ルール 作っ くということがあります。
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このように、ビジネス法務の実務家には、目の前の案件をこなすということによって、実務のルールを作る役割を果たしているのではないかと思っています。　
従来はそのように、実際に案件をこなしていって、実務の蓄積により慣行としてのルールを作るとい
うようなことぐらいしかなかった 思うのですが、近時はソフトローの形だけではなく、ハードローの形でも、 弁護士など役人 実務家が関わる機会が増えてきていると思います。 私自身、金融庁に出向をして、法令改正の作業を手伝うという経験をしたことがございます。また、官庁あるいは業界団体での研究会等に参加したり、あるいはそう った方々と私的な意見交換を る中で 政策に関わっていくというようなこと 増えてきています。先ほどから他の先生方のお話に出 いますとおり、ロビーイングというも は、まだ日本ではそれほどさかんではない状況だ 思 が、徐々にそのような活動をする弁護士であったり、弁護士以外の法律家が増えてきているところだ 思います。　
前半でも申し上げましたが、世の中の流れが非常 速くなっているということと、それから、専門化
が非常に進んでいるということ 、官庁の方々が把握 切 ないものを が知っていることが増えてきていると思 ま 。また、学者の先生 は、理論を考えたり、海外 法制度を研究なさ とうことで長け わけですが、その中 例えば 私のような弁護士がこ 大学院で教鞭 取らせていただいているのは、実際の実務を知っているとい 点で学者 先生方よりも優位な部分があ からだと思うのです。そういった 務 知識 生かして、個別の案件 取り組むというだけではなく 、日本のハードロー、ソフトローを含めたル ル作りに積極的に関わっ いくと うことが今後ますますビジネス法務の場面でそれに携わる弁護士などの法律実務家に求められていく いかと うふ に強く思っております。以上です。
シンポジウム／パネルディスカッション
95
　
ありがとうございます。今、ソフトローということについてのコメントがありましたけれども、先ほ
ど、水戸先生のご報告の中でもソフトロー研究というのが今後ビジネス法務に必要な視点であろうということが指摘されておりました。先ほどの水戸先生のパワーポイント画面では、取引上規則のような明文のソフトロー、そ から、書かれざるルールとしての不文のソフトロー、もう一つ、私ども金融関係のほうでいう 最近は金融庁や中小企業庁が例えば経営者保証についてのガイドラインを出してますね。ガイドライン いうカテゴリーもそ ソフトロ 一つになるんだろうと思うんですけども。その辺りで水戸先生、今後のソフトロー、どう広がっていくとか、どう重要になっていくとかい 辺りの何かご見解はあるでしょうか。お願いしたいと思います。　
ハードローへの違反には刑罰や損害賠償等の法的な制裁があるのに対して、ソフトローの違反に対し
ては法的な制裁で なく、コミュニティからの排除であったり、上場廃止だったりといった制裁（サンクション）が課されます。そのサンクションの在り方 その当否につ て 研究や議論が進むのではないかと思います。　
ありがとうございます。それでは、今度は金井先生に先ほどご報告 ただいたマーケティング法の確
立に関してご質問が た一つ来ております 、そのご質問に答える形で少しコメントいただければと思うのですが。読み上げ 総合解決法律事務所の所長弁護士 んで本学 法学部法律学科非常勤講師であるとともに、本学が実績を上げている 曹・士業プログラムの主任担当者 いらっしゃる兼子裕先生からです。 「本日は誠にあり とうございます。 マーケティ グ法の確立 最も実践的と拝聴しました。マーケティング法 確立 当たりましては、資金調達
( ファイナンス
) 、ガバナンスの両面も重要と存じ
ます。資金調達をして製品サービスを生みだし 広告を行い、あるいはチャネルを広げ 資金調達額以
池田水戸池田
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上の価値を生みだせる製品の質向上につなげるプロセスが企業経営の根幹と存じます。 併せて、 取締役会、株主総会でのマーケティングの意思決定も重要と存じます。 この点、 ご意見を頂戴できましたら幸いです」というものです。少し広げた形でご質問がありますが、いかがでしょうか。　
プレゼンの資料にも書かせていただいたように、自分がベンチャー企業の仕事をしていた経験からし
ますと、ファイナンス・資金調達の問題は非常に重要な問題です。マーケティングの概念を広げれば、資金調達の問題は非常に重要な課題として考えられるものと思います。ただ、マーケティング法の対象をそこまで広げる必要があるのかどうか いうと微妙なところ いう気がし ファイナンス・資金調達の問題につきまして 、金融法分野が既にあるわけですので、そちらでやっていただいたほうがよいかなと思います。　
あと、取締役会や株主総会の意思決定という点も、確かに非常に重要な話です。本日、学生の参加者
も多いわけですが、大部分の学生は、会社で 意思決定がどのようになされているかということを知らないで社会人になっていくわけです。そのようなことを避けるという意味 は、例えば、製品開発のプロセス、マーケティング計画や事業計画を作るプロセ 、あと、欠陥商品が出たときの対策 どにおける社内の意思決定の問題に関しては、マーケティング法 おいても重要な役割を占め という気がしております。そのような意味では、今、いただいたご意見を参考にし 、少し科目の内容を考え きたいと思い ありがとうございました。　
どうもありがとうございました。それでは、今度は先ほどもコメントいただきましたけれども、本田
先生、
2
0
3
0年、またその先の未来をにらんだ場合の再生可能エネルギー法はどうかというようなこ
とで、何か知見がおありでしたらお願 します。
金井池田
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再エネに関しては、先ほどご報告申し上げたような固定価格の買取制度は（将来的には）なかなか難
しいかなというところがあり、また、
2
0
2
0年以降に抜本的な改正が予定されています。また諸外国
の制度をベースにして変わっていくんじゃないかなというふうに思っています。 例えば、 イギリスなどは、
F
I
T制度をやめて、完全な固定価格ではなくて、他電源からの電気の価格と一定程度連動するような
形、つまり、一定の価格は保つけれども、高くなり過ぎるとその分は返してもらうというような制度が実施されていたりしますので、そういったところも組み合わせてやっていくんじゃな かなと思います。　
また、
2
0
3
0年以降という点に関して、このご質問いただいて思ったところとしては、私としては
E
S
Gがポイントになってくるのかなと思います。
E
nvironm
ent, Social and G
overnance
という意味で
すけれども。日経新聞等でもよく出てくる言葉ですが、 りあえず儲かる案件にお金を出 ますよというのではなくて、私も仕事していて思いますが 例えば、不動産投資をするにし も、非常に環境に良い基準を満たしているかですとか、そう うところをチェックする投資家がかなり増えてき るかなというふ に思います。まだまだマジョリティーではない は思うんですけれども、今後その辺りに対する意識とい があと
10年、
20年後にはすごい増えてきて、その辺りを分かっていないと、いいアド
バイスが弁護士としてはできなかったりですとか ビジネスパーソンとしては時代遅 に って まうというところが出てくるのではない なという感じがします。トランプ大統領 ずっと政権 就 いたらその流れにはならな のかもしれませんけれども、別にアメリカだけが世界なわけじゃなくて、例えば、ヨーロッパなどですと、その意識が非常に強かったり の 、個人的にはそう う世界ていくんじゃないかなと思 ますし、そう っ もらいたいなと ふ に思っていま 。　
ありがとうございました。それでは、樋口先生、先ほど事後対応から事前対応へというお話もありま
本田池田
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したけれども。先生は東京大学で高齢社会総合研究機構という総合的な研究機関の立ち上げにも携わっておられたと思うんですが、今後、先生、高齢者法がどういう形で発展すべきか、あるいはどういう他分野との協働、コラボが必要かとか、その未来像を何かお持ちでしたら少しお話していただければなと思うんですが、いかがでしょうか。　
なかなか難しいご質問だと思います。それでも、あえて
2点感じたことを申し上げますが、まず
2点
といって、一つしゃべっているうちに二つ目が出てこないことが最近はよくあります。それは許していただいて。昔 この中で若い人たちは知らない 思うん すけれども、 『日本の思想』っていう岩波新書、みんなが読んだかど か分からな けれども、丸山眞男っ いう偉い先生が昔いて、日本の文化っていうか、社会の在り方についていろいろ研究されて そこでタコつぼって うのをキャッチワードにされてて。それは今でも感じることがあります。先に池田 言及してくださった東大の高齢社会総合研究機構っていうのを立ち上げた、
10年ちょっと前に。それは何を考えているかというと、まず、学部横
断的な、だから本当 ユニバーシティっ うのは総合大学なので、学部の枠を取っ払って 相互に刺激し合うっていうのが大学の良さだっ んですが。東大だけじゃ いと思いますけれども、そういうの実際には、ある学部で他の学部と何の関係もないんですね、基本が。一部そんなんじゃ駄目だ ていう話にはだんだんな きてると思いますけれど ね。法学部は法学部 、さ にタコつぼは進んで 例えば、私がアメリカに行って驚いたのは、アメリカに行くと、みんなプロフェッサー・オブ・ローなんです。法律の教授なんです。だから、そ 先生が国際法で論文書くこともあ し 契約法 書くこともある。同じようなアプローチを使 、こっちでやったことをこっちに適用され かどうかみたいな発想が、自由なんですね。好き勝手 や るんです。ところが、日本ではあなたの専門は何です って
樋口
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いうので、法律一般などというと専門ではないとされて、たとえば、民事訴訟法っていえば、その専門家と ことになる。すると、民事訴訟法の先生がある問題で、例 こういうシンポジウムで不法行為につ てしゃべるときには私は本当は 外で申し訳ないんだけれども というような感じがつきまとう。遠慮しながらしゃべるような空気があって。どんどん細分化していくことが専門家・専門化であり、それで深まっ いくところもあ ので、いいことはあるんですよ。本当に、細分化して細かく考えるっていうのは日本人の い でもあるんだけれども、それによ マイナスも随分大き 。それでは
21世紀の社会は立ち向かえないんじゃないかっていう、 丸山眞男さんのときから全然進歩してないっ
ていうか、それが一層深まってるだけみたいな感じになってるのかなって うのが第
1点。
　
第
2点は、その関係では、さっきの想像力の問題 んですけれども、法務、それがビジネス法務であ
れ何であれ、結局ニーズなんですね。社会 ニーズをどれだけ感知できる っていう話なので あるいは、想像 きるかっていう話ですから、それに応えるよう ものを先駆けて提供し くって うことが、それは抽象的に ことは簡単で本当 何ができるんだろうと思いますけれども、イノベーティブっていう文字、そう 言葉でいえるんなら、そ いう話になるだろう。一つだけまた高齢者法に戻って、私の大好きな高齢者法 戻りますので。私、アメリカのロー・スクールに友人が何人かはいます。その
1人が信託法の大家の
1人なので、信託の話をずっとしたり、日本に来てもらってシンポジウムや
授業もやってもらったりということしてたん すけれども ある年に、私が信託の問題も含ま んですけれど 、高齢者法 ていうのを年取っ きたからやろ かなとか彼 ったら、範雄、何を言ってるんだと。自分は
25年前からやってるとかいわれまして、もうびっくりです、本当に。それで少し調べ
てみ と、例えば、立法でいうと、アメリカで高齢者法 のま 翻訳していいよ な法律 連邦法が
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1
9
6
5年にできてるんですね。 日本で高齢社会対策基本法っていうのを作ったのは
1
9
9
5年なので、
30年あるんですよ、ここでもギャップが。それから、もう一つだけ数字を挙げると、高齢化率でいうと、
日本はご存じのように、超高齢化社会で人口の
28パーセントが私です、高齢者です。じゃあアメリカは
どのくらいかっていうと、
14パーセントなんですね、今。半分なんです。超高齢社会でもないし、高齢
社会の本当に入り口に立ってるところで、しかし、ただ、アメリカは日本より人口が多いもんですから、現在でいうと、
4
5
0
0万人が高齢者なんです。そうすると、それを潜在的なクライアントとして弁護
士は考えてやられると、
1
3
0万人だって何だってまず足りないだろう。その人たちのニーズを組み込
む、サービスを提供す っていう、そういうことが行われてるんじゃないか、日本よりはっていうことですけどもね。そういうことを考えるよ になりました。以上 す。　
ありがとうございました。それでは、ここで、飯村先生にもう一回お話を伺いたいのです。きょうの
ご登壇のメンバーの多くは弁護士さんでいらっしゃるので、弁護士さんのお立場からですと裁判所っていうのはどうしてもコンサバティブな存在と うご意見 るんでしょうけれども。飯村先生が所長を務められた知財高裁という のは、それを作ったこと自体が裁判所の世界としてはかなりイノベイティブなことではなかったのかと私 思うのです。その辺 につ てご経験から飯村先生いかがでしょうか。先生がかなり所長としてというか、裁判官としてそこでご活躍 な 新しい判決もだいぶお書きになったと思うんですけれども。少しその辺りのことをよ 存じ上げな 学生諸君も るか しれないで、少しコメントしていただければと思います　
まず、日本では、裁判官の在り方については、次の考え方が少なくないといえま 。裁判官は、オー
ルラウンドプレーヤーであるべきであっ 、特殊な知識経験、特殊なスキルを前提とし 審理、判断を
池田飯村
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するのは望ましくない、というような考え方があります。　
しかし、今日のように多様かつ専門的な知識経験が重視される時代に、裁判官に対して、専門的な知
識経験を求めることなく、ごく一般人が持っている知識を前提として、審理判断をすべきであるという考え方には問題があり、 た 裁判の質を確保できないという危険性を含んでいるとも思われます。　
そのようなさまざまな考え方が存在する中で、東京地裁などの大きな裁判所では、専門的知識経験を
必要とする事件 ついては、特別部が設けられ、専門的な知識経験を持った裁判官が配置され、事件を担当することが行われて ます。知的財産権事件や行政事件ばかりでなく、人事事件、商事事件、交通事件、破産事件など、数多くの特別の事件を担当する部があります。　
他方、裁判官が特殊な事件のみを担当するとどうしても視野が狭くなる点も避けられないと思われま
すので、専門的経験の長い裁判官とそうでない裁判官をともに配置させるというような工夫もされています。この点は、知的財産高等 所においても、同様で 専門的経験の長い裁判官とそうでない裁判官とが配属されているのが現状です。　
これに対して、米国の考え方は、日本とはだいぶ異なります。知的財産権を例にとりますと、キャリ
アのほとんどすべてが、知的財産権関係訴訟であり、他 事件を扱っ こ はないという裁判官も数多く存在します。米国においては、こ ような考え方に対して、異論 唱える論者 ほ んどい いと聞いております。　
知的財産高等裁判所について、少し触れたいと思います。
　
だいぶ昔のことになりますが、日本では、知的財産権の保護が十分でないという意見 強く主張され
ました。このような意見に対して、日本において 権が厚く保護され いるという点を端的に
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示すには、専門裁判所の創設が適切であるという意見があり、このような意見を基礎に、実現したのが知的財産高等裁判所です。　
知的財産高等裁判所は、そのような経緯で創設されました。他方、配属される裁判官は、知財の専門
裁判官ばかりではなく 知財の審理経験のない裁判官の両者から構成されています。この点では、アメリカの専門裁判所と異 ります。　
世界を見ると、かなり多くの国において、知的財産に関して専門的に扱う裁判所が設置され、知的財
産に関する専門裁判官が配置されております。アジア諸国（中国、韓国、台湾、東南アジア諸国） 、ヨーロッパ各国でも、専門裁判所が設置されており、世界の潮流になっているといえます。　
以上が、日本及び各国の専門裁判所の実情です。
　
ありがとうございました。それでは、きょうの最後の論点として、ビジネス法務教育の未来像という
のを議論したいと思いま が。お二人のご質問を紹介して、それに対して少しトークをしていただければと思います。
2人ともご質問は全パネラーの皆さんへということです。
　
まず、最初は先ほどもご紹介した総合解決法律事務所の兼子先生からですが、 「ビジネス法務専攻での
学びを具体的にどのようにキャリアアップ、具体的には出世 結び付けるのか、アピールの観点からご意見を拝聴できれば幸甚です」というご質問が来ております。　
それから、もう一つは、本学の法学部と法学研究科 教授でいらっしゃる三上威彦先生から、 「全員の
先生がたにお伺いします。いわゆる六法を中心とした基礎的法律分野の教育とビジネス法務教育との有機的関連性を構築するのにはどのようなことが考えられますか、お教えください。社会人は別として、学部からの進級生や留学生 ように、日本の基礎的法分野の知識が不十分な学生に対し 、ビジネス法
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務を教えるということは非常に困難なような気がするのですが」というご質問です。　
私、個人的には、学部からの進級生が日本の基礎的法分野の知識が不十分では困るというふうには思っ
ているのですが、確かにビジネス法務を教えるということについてのどういうつながりを学部教育と持たせるべきかという趣旨でのご質問と思います。この辺り、全員の先生がたにということなん が、何かまず挙手をされる方いらっしゃいますか。はい、どうぞ。　
後者のご質問について、大学院制度の難しいところです。ビジネス法務というのは、ある程度基礎的
な法律に対する理解というものを前提と て積み上げています。いかに実務的な大学院とは え、基礎的なものの上に応用的なものを積み上げて教育しています 従って、そこで、基礎的なものをどう教育していくかということは難しい問題です。ビジネス法務の場合に 、具体的な適用というものに着目しているのですが、そこでは、六法などの法律的な考え方が基礎になって ます。例えば、サイトブロッキングの話題について、憲法で表現の自由などの基本的人権 保護されてますとい 前提を理解しらわないと、きちんとした論理展開 できません。そこで、学生さん 理解度が十分では い時は、授業の中でそこを補足しながら進めて、ビジネス法として 理解を高めていくと うことが必要である思います。　
ありがとうございます。できればお一人ずつ簡単で結構ですが、コメントをいただければ。
　
二つの質問のいずれに対しても、それぞれ斜め回答になりそうな気がしますが、
2点ほど思うところ
を申し上げさせていただきたいと思います。まず、一つ目はビジネス法務の実務に関わっていくと うことになりますと、語弊がある言 方かもしれませんが、民法だけで ればよい 会社法だけできればよい、 いったことはあり得ないわけです。つ り、民法 有効だけど、規制 に違反していると う
相澤池田有吉
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状況で、私は民法の専門家なので規制法のことは知らないけれど、これは民法上有効だというようなアドバイスをしても役に立ちません。ビジネス法ですので、企業が活動するということになれば、会社法の手続きを知っていることも当然必要ですし、そ 会社が行って るビジネスに関わる規制も知らなければならない。さらに、取引の根底には民法という一般的な法律がある。こういったものを全て把握した上で有効であり適法 あるといったアドバイスをするということが求められるわけです。金井先生のマーケティング法についてのご説明の中での複数の 律をまたぐような法分野のお話にも通じる ではないかと思います。なお規制 中でも金融商品取引法は実務的に重要であり、金融商品取引法を六法に加えて法学部でもよく勉強をし ほしいなと思っているところです。そのような観点から法律ごとのルールを縦串で んだ上で、さらに横串でその関連分野、業界、特定の取引、あるいはいろんな場面に適用される法制度を検討していく、そういう機会が、 学部で基礎 学んだことを前提に、次のステップで学ぶ場面ができていくとよい はな かと感じてます。　
2点目に申し上げたいのは、法律の分野は、非常に専門化しています。大学はおろか大学院で学んだ
ことがそのまま実務の現場で使えるかと うと かなかそういうことにはなりません。 方 、実際に実務で法的な検討が必要となれば、例えば再生可能エネルギーの分野であれば、本田先生に依頼をして検討してもらうということもできます。専門家に頼んで法的 課題をクリアしていくということは実際には行われ いるわけです。ただ、どこに課題がありそう の 、どこに行けば、誰 頼めば課題を解決ができるのか、こういった感覚を身に付けることは、弁護士だけではなく 、会社の中 一般的な法務に携わっ いる方に っても、重要ではないかと思っています。そ よう 覚 十分でな と、そもそも、専門家に頼むべきか頼む必要がないのかと う に 気が付かな とおり過ぎて まっ
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て、気が付いたときには大きな問題が生じてしまっているということにもなりかねません。また、特定の問題を解決するのに勘所さえつかめていれば、ある程度、省力化して いうか、効率的に問題を解決することが可能とな わけですが、何の か見当がつかないということでしらみつぶしに解決に当たろうとする 、莫大な時間、コストかかってしま ます。そういった意味で、法学、特にビジネス法務の分野を学んでいくことにより 個々の細 い法律の条文を一個一個記憶するとか、専門的なルールを網羅的に把握 と った必要はないと思うのですが、こういうルール、こういう規制があるとしたら、こんなことが通常は問題になりそうだ とか、こういう取引があれば、この点は特に気を付けて法律を見る必要があり、落とし穴がないかに気を付けるべきだろ というような感覚を身に付け こと 、実務の場に出ていったときに、個人の能力として他の人と差別化できるとい ことになってくるのではないかと考えています。私からは以上でございま 。　
ありがとうございました。では金井先生。
　
まず、三上先生のご質問には相澤先生がお答えいただいており、私もそれと同じような考えです。最
初の兼子先生のご質問のように、ビジネス法務を専攻してキャリアアップを考える学生のためにどのような形でカリキュラムを作るか、どのように学生にアピールしていくか いうことを考えたときに 例えば、今、金融法のように金融業界の方にとって必要な科目があ ますが、建設業界・不動産業界や
I
T業界の方が学生として来たときに必要である科目は何かを考えなければなりません。不動産業界や
建設業界に関わる法律で一つのカリキュラム・科目を作ったり、また
I
T業界に関わる法律関係の科
目とか、それぞれの業界ごと 科目を置くことによって、キャリアパスと のビジネス法務専攻のコースの価値が出てくるのかなという気がしています。
池田金井
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あと、学部でも少しそれと関係するのですが、例えば、就職活動で、学部の学生に、 「不動産業界、建
設業界に行くのですか」 、 「
I
T業界に行くのですか」 、という質問をしますが、どの業界でどのような
法律が関わって るかということを全く知らないままで社会人になっていくというのは、あまり好ましくないことです。学部 段階で業界ごとの科目が設置されていれば、就職活動の前提として その業界はどのようなことをやっていて、どのような法律問題があるかということを理解してもらえると思います。　
ありがとうございました。では、水戸先生、お願いします。
　
医学の世界では、研究と臨床という世界があり 研究の中には基礎研究と応用研究というものがあり
ます。今回、ノーベル賞医学生理学賞を受賞された本庶佑先生は、基礎研究が評価されてうれしいとコメントされていました。でも、本庶先生の基礎研究は「オプジーボ」というがん治療薬とし 臨床に役に立つところまで行き着いているわけですよね。何を申し上げたいかというと、 も臨床（実務）も両輪の輪でどちらも大事だと うことです。　
もう一つ、その中で私がお手伝いできることというのは実務の世界しかないのですが、私の授業はこ
う構成しています。全体を
3分の
1ずつわけて、一つはビジネス全般の話、もう一つは法律の話、最後
にエンターテイメントとかスポーツ固有のお話、具体例 挙げますと
2
0
0
4年にプロ野球の再編騒
動というのが起き 、近鉄バファロ ズ球団とオリックスブルーウェーブ球団が事業統合したんですね。この話をあまり野球に詳しくなくて、あまり法律を勉強してない方 どう教える 、ということを、武蔵野大学を含めていくつかの大学でトライしてきました。まず、ビジネスはどういう仕組みなのか、売上から費用を引いた残 利益で 利益を出 には売上を最大化 費用 最小化 る努力 必要、みたいなことを話します。次に、事業統合を法的に説明します。会社の合併や事業譲渡につ て す。そ
池田水戸
シンポジウム／パネルディスカッション
107
の上で、プロ野球ビジネスの仕組みをお話しし、どうして球団の親会社が新聞社で、新聞社が赤字球団の赤字を補填して良いのか。昭和
29年に、球団への赤字補填は全額損金にして良いですよ、という通達
が国税庁から出てて、これも含めて戦後の復興を支える意味である意味国策としてプロ野球を後押ししていた歴史があるわけです。どうしてもビジネスの仕組みとか税務といった話をしないと、どうして球団経営は赤字になるのに球団を持ちたがるのか、どうして昔は球団オーナーは鉄道会社や新聞社だったのが
I
T企業が多くなってきたのか。どうしてもビジネスの話、社会の話をしないと伝わりません。バ
ファローズのケースは、 新聞の最初の見出しは「合併」だったのが、 最終的には事業譲渡で終わりました。なぜそこで変わったのかということで、制度の違いとそ 理由を説明します。これがなかなか難しい話で伝わりにくいんですけど。このように、ビジネスの仕組み、法制度、エンタメスポーツ・ビジネス固有の問題と、これだけ
1年ぐらいかかる話を、限られた授業時間の中で何とかわかりやすく伝えたい
と悪戦苦闘しているわけです。　
今日、先生方のお話を伺っていて、実務と学問の間のバランスを考えつつ、ご専門領域の議論をされ
ることに腐心されていらっしゃることがわかりました。その取り組み方について僭越ながら自分 温度感が近いことを感じることができました。ビジネス法務に関する武蔵 大学の取り組みに期待していただきたい、と少し宣伝をし 終わります。　
ありがとうございます。では、本田先生。
　
時間が押しているので、一つだけ。皆様仰っているインダストリーカットの考え方というのは本当に
まさしくそう と思って ま て、勉強もそのようにした方が良い 思いますし また差別化も図れると思います。学生さんにとっては、好きなインダストリー（業界）を見つけるというのが 多分一番大
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事じゃないかなと思います。興味のあることは放っておいても絶対勉強しますし、研究もして、そうすると、成長していけると思いますので。いろんなところにアンテナを張って勉強していき、それから、好きな業界で何かを見つける。そう ると、多分、道が開け いくんじゃないかなと思います。この研究科のカリキュラムは、興味を抱かせるようなもので満たされていると思いますので、いろんなところにアンテナを張っていただきたいなというふうに思 ます。　
ありがとうございます。樋口先生、お願いします。
　
いや、 もう付け加えることないんですが、 あえて一言だけいうと、 きょう、 私は高齢者の話だけしてるっ
ていうことになってるんですけれどもね。高齢期が長いからそれでもう一回学び直しも必要だし、プランニングも必要だっていう話なんですけれども。実は、高齢者になる前の
60歳までの人たち、たとえば
30歳から
60歳の人たちだって、これだけ社会のスピードが速くなってくると、自分だけぼやっとしてい
ることができません。たとえば
F
inT
ech
っていう言葉があって、
10年前誰も知らなかったはずなんです
よ、本当に。それがこれからどんくらい伸びていくかは分 らないし、もしかしたら、
A
Iが進めば、
さらに現在の
F
inT
ech
を上回る何かっていう話になってくるかもしれないので。つまり、大学のところ
で、 あるいは、 大学院も含めてもいい ですけれども そこで若いうちに学んだところ おしまいで、後何十年間生きていけるっていう時代ではもはやない。学び直す、学び続けるって う必要があ ので、本当はなかなかこれも難しいんですけれどもね。大学院というのも本当、ここまで この教室まで来て、必ず授業受けないといけな って話なんか 実は事実上は く ってるんだ ら、会社 て、それで授業も大学院にも受けられてっていうようなことですよね。そ うような形で それが企業においてキャリアアップにもつ がるしという話になっ く る いと思 ますし 実際そうなる
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わが大学院も、
3分の
1は社会人を入れようっていうそもそもの方針なんですから、それが
3分の
1ど
ころか
2分の
1になっても、今後の社会にとってはいいことなんじゃないんだろうかというふうに思っ
ております。　
ありがとうございました。それでは、終了時間を過ぎていますけれども、ゲストでお越しいただいた
飯村先生、全体の最後に一言、全体の感想というようなことでもお話しいただければと思いますが。　
学生の方々が、 現在、 授業等で勉強されている法律は、 基本的な理論部分が中心です。しか 、 法律には、
原則的に導かれる結論に対し、 必ず例外を許す部分があり、 法律のどこを適用して、 結論を導くかにより、結論が変わることがしばしば存在します。　
民法や刑法の基礎的な法律を理解するにあたって、その条文の結論だけではなく、条文が結論を導く
ために、どのような、社会的な背景や理屈によったのかを理解することが、重要であるといえます。　
新聞などで扱われている社会問題について 自分であれば ど ような解決が望ましい、そのために
はどのような解決方法 あるのかを、時間をかけて考えてみることや友人 ディスカッションをすることが重要であると思います。　
本日のテーマですが、私自身が考えてみたことのない分野をテーマとして取り上げていただきました。
このようなテーマと法務ビジネスとの関連性を考えたことはありませんでしたので、参加させていただき、皆様の貴重なご意見を聞かせていただきましたことを、深く感謝し おります。　
ありがとうございました。それでは、これでご質問も全て読み上げられまし ので 時間も来ており
ますので、このまま私の閉会あいさつ つなげさせていただきます。　
本日のご登壇の先生がたについては皆さんよくご存じかと思います それぞ の分野 本当に日本
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で有数と申し上げられる先生がたです。そういう意味で、企画者である私としては、かなりの自信を持って組成したシンポジウムであったわけなのですが、おかげさまで、大変充実したものになったように思います。長時間お付き合いいただきまし フロアの皆さまがたにもご満足をいただけたら良か かなと思っております。次回、法学研究科開設記念の第
2回として金融法務を中心としたものを来年予定し
ておりますので、ここでまたお目にかかれれば大変うれしく思 す。それ は、もう一度、登壇の先生がたに拍手をお願いいたし す。　
それでは、ご清聴ありがとうございました。これをもって閉会といたします。どうもありがとうござ
いました。
